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輪文内容の要旨
本稿は1890年 3 月ピスマルクのドイツ帝国宰相辞任から、 1895年春の三国干渉に至るまでのドイツ
帝国の外交政策を対象とした研究である。この時期のドイツの政治に対しては、 「新航路j der Neue 
Kurs の開始というよびならわしがあるが、それがドイツの対外政策の発展の上で重視されるのは、
第 1 次世界大戦の原因論と深くかかわりあっているからである。
緒論(1 )においては、第一次世界大戦原因論の由来を説明し、大戦前国際政治史ないし外交史に
関する史料の公表と研究発達史の傾向を概観することによって、その一時期をなす「新航路」 ドイツ
の外交政策に対して与えられていた従来の通説、すなわちピスマルクの失脚、「新航路J の出発によっ
て、ドイツは世界政策へと転換し、ヨーロッパの平和保障を指導してきたピスマルク体制はそのため
崩壊して、それが世界大戦に至る国際関係の運命的な緒口になる、と見る従来の評価を紹介した。こ
れに対し、最近の研究では、「新航路」の出発がただちにドイツ世界政策への転換を意味するものでは
なかったとする反論を生じており、本稿もそれを指摘することを一つの課題としていることを述べる
とともに、次の点、を本研究の目標として設定した。
(1) I新航路J の出発が、ただちにドイツの世界政策への転換を意味するものではなかったとする
なら、ドイツは何時、どのような経過をたどって世界政策へと移行したのであるか。
(2) 通説では、ドイツの世界政策への転換がピスマルク体制を崩壊させたといわれるが、 「新航
路J が世界政策を採用したのではないとするならば、ビスマルク体制の崩壊とは一体何に由来す
るのか。そして「新航路J の外交政策ないし政治家にとって、ピスマルク体制とは何を意味して
いたか。
(3) 第 1 次世界大戦に帰着する国際政治全般の基本的傾向は英独の対抗にあると見られるが、この
研究が取扱かった1890年から 95年にかけての時期について見た場合に、そのことはどのように理
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解されるのが妥当で、あるか。
緒論 (ll) で、は、「新航路J ドイツが出発するに当って前提となったピスマルク体制の性格を概括し
た。但し、従来ピスマルク体制を理解するに当っては、その複雑な同盟・協商網の構成 lニ重点をおき、
勢力均衡の側面から検討していたが、本研究では、ヨーロッパ覇権の観点から吟味するという、これ
までとは違った視角を新たに設定した。この見地から眺めるならば、ピスマルクはヨーロッパ国際関
係に統一的理念を設定することは考えておらず、主権を保持するヨーロッパ列強の政治的力の場とし
てヨーロッパ国際関係を理解し、かかる「列強ヨーロッノちにおける諸強国の配置について配慮する
というヨーロッパ政策に立脚していた。しかも彼は、フランス以外のすべての列強がドイツの好意と
支持を必要とし、それら列強がドイツに対抗して連携するのを妨げるように、この列強の配置を操作
し、ヨーロッパ平和保障体制としてのピスマルク体制を形成した。その意味で、彼はヨーロッパの覇
権を載屋しうる立場にあったにも拘らず、ドイツを覇権強固にまで仕立てあげることはせず、列強間
の利害対立を調整する「誠実な仲介者」の役割をひきうけることによって、いわば「潜在的覇権」を
イ呆持するに止まったのである。
第一部においては、このようなピスマルク体制を受けついだ「新航路J 政府の外交指導が、この遺
産をどのように運営したか、そしてその処置がピスマルク体制にとって知何なる関係に立つことにな
るかを考察した。
ピスマルク父子の後任となった帝国宰相カプリヴィと外務卿マルシャルとは、懸案となっていた露
独再保障条約の更新問題に早速とりかからなければならなかったが(第一章)、この件はピスマルク
の下で更新継続の方向で、すでにロシア側との交渉に入っていた。ところが、カプリヴィは、ホルシュ
タイン等外務省官僚の意見により、急速に不更新へと政策の変更を決定し、皇帝も不本意ながら新宰
相の意見に屈した。かくて再保障条約はドイツ側から更新を拒絶されて消滅することになった。ロシ
ア側では外相ギールスがドイツとの提携を熱望し、再保障条約の満期 (1890年 6 月)の前後を通じて
ドイツ側の鶴意、あるいは再保障条約に代るべき「なんらか文書に認められたものJ を両国間に獲得
しようと努力したが、いずれもドイツ側の拒絶にあって実現されず、 「ロシアへの電信線」は断たれ
たのであった。 r新航路」 ドイツがこのような対露政策をとったのは、ピスマルク体制から転換しよ
うと意図したからではなくて、実は反対に、それを継続しようと考えたことに由来していたのである。
ホルシュタインのピスマルク父子失脚に対する陰謀が作用していたにしても、外務省の官僚達は新宰
相に対して、再保障条約がピスマルクの結んだ他の諸条約と矛盾すること、すなわち再保障条約はピ
スマルク体制の中の異分子であり、とくに独填伊三国同盟とは「条文の辞句においてではなく、その
精神において」両立しえず、 ドイツの列強政策に対する不信を招いてドイツを窮地に陥らせることに
なることを、一致して申言した。このためカプリヴィやマルシャルは、前任者が編成した複雑な同盟
・協商網を、ピスマルク体制の根本原理に則して「簡素イ七」しようとし、この体制の中核は三国同盟
の堅持とイギリスによるその強化にあると判断して、それと阻離をきたすおそれのあるロシアとの関
係を清算したのである。それ故、「新航路」の指導者達は、主観的にはピスマルク体制を継続しようと
したのである。
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しかし、ピスマルクの同盟・協商網における露独再保障条約の地位は、きわめて重要なものであり、
ピスマルク体制の支柱の一つで、あった。すなわち、この条約によってロシアとフランスの提携を防止
し、ドイツに対する二正面戦争の危険を回避するとともに、東方問題に関する「商議外交」としての
ベルリン会議の成果を維持し、列強の勢力均衡にもとづくヨーロッパ平和保障を確保することが、ピ
スマルクによって期待されていたのである。この再保障条約の更新を拒絶したことは、従って、「新航
路」政府の主観的意図とは全く反対に、ピスマルク体制のもっとも重要な一支柱をドイツ自身がみず
から廃棄したことになり、ピスマルク体制の破綻は、「新航路」の出発とともに、ドイツの政策自体の
中から生じてきたのである。
さらに、「新航路」外交がピスマルク体制の崩壊に対して果したもっと重大な問題がある。それは、
それは、東方問題に関するドイツの政策を再検討した際に、「新航路」の指導者逮は、東方に対して、
「利害関心をもたない」というピスマルクの政策を継承しながらも、この問題で列強聞に「誠実な仲
介者」の役割をひきうけることを拒絶したことである。この役割こそは、ヨーロッパ平和保障のため
にドイツが列強関係を操作し統御するという、あの「潜在的覇f告しを掌握する鍵であった。したがっ
て「誠実な仲介者」の役割を嫌忌したことは、ピスマルクが苦心して漸く入手したヨーロッパにおけ
る「潜在的覇権J の地位を、 ドイツが自ら放棄したことを意味する。このことはピスマルク体制にも
とづく当時のヨーロッパ国家系の運営を不可能にするものであり、列強の国家的エゴイズムを抑制す
る機能が失われることになった。それ故、 「新航路」 ドイツがピスマルクの「潜在的覇権」を放棄し
たことは、ピスマルクの同盟・協商体系の個々の部分を変更したこと以上に、ヨーロッパ国際関係に
対して負わなければならぬ重大な責任であった。
なむ、再保障条約の不更新を決定した「新航路」の外交政策には、 ドイツの世界政策への転換はな
んら認められぬのである。
再保障条約更新の問題とともに、「新航路」 ドイツの指導者達がピスマルクから引継いだ県案は、ア
フリカ植民地に関するイギリスとの交渉であった。この交渉は1890年 7 月 1 日協定に達し、 ドイツは
東アフリカにおいて多大の譲歩をし、とくにザンジパル島に対するイギリスの保護権を承認した。そ
れに対して、ドイツは北海の小島ヘルゴラントをイギリスから譲りうけた。これをヘルゴラント=ザ
ンジバル協定という(第二章L すでにピスマルク期にわいても、ドイツ系住民の島であるヘルゴラン
トをイギリスから得ょうとするドイツの国民感情は強かった。しかしながらピスマルクは、植民地に
関する代償取引として、すなわち、アフリカにおけるドイツの利益を犠牲にして、向島をイギリスか
ら受取ることは望まなかった。彼は、イギリスがヨーロッパにおいてはフランスと対抗し、アジアに
おいてはロシアの脅威をおそれているのを利用してイギリスに外交的支援を送り、とくに工ジピトに
おけるフランスの反対をうけていたイギリ長に好意を送ることによって、英独聞の継続的友誼を維持
する保証としてヘルゴラントを譲りうけようとしたのである。つまり、ヘルゴラント島の獲得は、ピ
スマルクにあっては、ドイツのヨーロッパにおける「潜在的覇権」の地位にむいて達成されるべきも
のであった。それ故、 1884年と 1889年の 2 回にわたってヘルゴラントとアフリカ植民地との代償取引
がイギリス側から暗示されたけれども、彼はその提案を拒否し、イギリスがドイツを必要とする機会
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がくるまで待つべきだとして、ドイツのヨーロッパ国際政治の指導権を堅持することに努めたのであ
る。
ところが、 1890年 5 月上旬から開始された英独間のアフリカ植民地に関する交渉に際して、イギリ
ス首相からヘルゴラント島のドイツへの譲渡とザンパル島に対するイギリスの保護権のドイツによる
承認とが交換条件とし提起された時、 「新航路」 ドイツの外交指導者達は忽ちのうちにこの提案を歓
迎した。そして交渉のペースは全くイギリス首相の掌中に握られることになったのである。
こうしてヘルゴラント=ザンジパル協定は成立したが、ドイツ側では、カイザーもまた帝国宰相も、
この協定によってヘルゴラント島と東アフリカの二つの問題を同時に解決したことは幸運であったと
して、植民事業家達の反対にも拘らず、非常な満足を表明した。しかも「新航路J 政府は、ピスマ
ルクも植民地の利益よりはイギリスとの友好の方が重要であると言っており、今この協定で英独の友
誼が強化されたことは、ピスマルクの政策原理を踏襲することでもある、とさえ弁明した。ここにわ
いても、「新航路」 ドイツがピスマルク体制の維持を念頭にわいていたこと、また世界政策を追求して
いなかったことが知られるのである。
しかしながら、この協定に対するピスマルク自身の厳しい批判にも見られるように、彼の後継者達
は、この場合にも、その主観的な意図とは違って、ピスマルク外交を十分に理解してはいなかった。
植民地の犠牲においてヘルゴラントを受取ることは、前述のようにピスマルクの反対するところであ
った。またイギリスを無条件でドイツの側にひきとどめようとは、彼はしなかった。むしろイギリス
がドイツの好意と支持を求める状態を彼は計算していたのである。それ故、「新航路」の政策は、 「ヘ
ルゴラントを所有するとともにイギリスのわ気に入りでもありたい」という慾望によって動機づけら
れていた、というのが真相である。かくてドイツはこの協定交渉の聞に、両国関係のリーダーシップ
をイギリス首相ソールズベリに引渡すことになり、ピスマルクの r~:替在的覇権J はいよいよドイツの
掌中から失われていくこととなったのである。
「新航路」 ドイツは、次いで、翌1891年 5 月に独填伊聞の三国同盟条約を更新、継続した(第三章L
再保障条約の不更新を決定した際に、ピスマルクの後継者達は、この同盟の確保こそがピスマルク体
制を存続させる中心的な原理であると考えたのである。しかしながら、三国同盟は、一般に考えられて
いる程に、第 1 次大戦前の国際関係の中で固定し安定した同盟ではなかった。この同盟は、イタリア
のフランスに対する憤激を契機として形成されたことは周知のところであるが、ピスマルクは彼の同
盟政策の中で特に三国同盟のみに優越的地位を与えていたわけではなく、イタリアの要望を把えて、
イタリアの地中海、北アフリカに対する欲望とオーストリア領に対するイレデンテイズムを抑制し調
整することによって、ヨーロッパ平和保障のための防御同盟としてこの中欧同盟を形成したのであっ
た。したがって、イタリアが強国の地位を得ょうとする時には、上記の欲望が三国同盟の中で問題と
なってくるのであり、事実、 1887年の第 2 次三国同盟の締結の際には、すでにそれが表面化し、同盟
は更新継続されたけれども、ピスマルクはイタリアの要求に多くの譲歩を与えて、 ドイヲとイタリア、
オーストリアとイタリアの聞に、地中海でのイタリアの利益に関する個別協定をそれぞれ結ばなけれ
ばならなかった。しかし、この場合には、バルカンに関するベルリン会議の規定やフランスの北アフ
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リカでの行動に関する前提条件がつけられており、イタリアはなおピスマルクの「潜在的覇権l に規
制されていたのである。
「新航路」 ドイツが締結した第 3 次三国同盟は、従来の同盟条約と上記の二つの個別協定とを一つ
に纏めた形式をとっており、その意味ではピスマルクの政策を忠実に継承していた。しかし第 3 次同
盟は、三国間の提携を固定化し、イタリアの地中海における地位をイギリスによって強化することに
期待しようと努める点では、これまでの同盟条約よりもさらに強い配慮がはらわれていた。ごのこと
は、ドイツの三国同盟内における指導性の弱体化を示していたのである。同盟条約更新の交渉に際し
て、確かにドイツはなおイニシァティーフを保持し、同盟を全地中海、北アフリカにわたるイタリア
の利益に奉仕させようと企てるイタリアの試みを抑制することができた。ことに西部地中海において
もオーストリアを義務づけようとするイタリアの政策は実現されず、三国同盟の中欧防御同盟として
の性格は、かろうじて保持された。しかし同盟をヨーロッパ的性格のものに抑制しておくと同時にイ
タリアの諸要求をみたし、またバルカンに関するオーストリアの不安を除去するためには、ドイツ
はイギリスをもって三国同盟を補強することに期待しなければならなかったのである。第 3 次同盟
条約で新たに約定された第 9 条と附帯議定書の第 2 条はそれを明らかに示していた。
かくて「新航路」 ドイツの外交指導者は、三国同盟を確保し、またイギリスをそれに配することに
よってピスマルク体制を堅持し得たと主観的には考えていた。ところが、 「誠実な仲介者」の役割、
すなわちピスマルクの「潜在的覇f告しを彼等は自ら放棄したために、その結果は三国同盟内における
ドイツの指導力を弱め、イギリスへの依存を強めることになった。それにも拘らず、ドイツは、三国
同盟とイギリスとの提携が強化されたとして満足した。しかし、英独聞の友誼を誇示しようとするド
イツの態度にも拘らず、イギリスは、クロンシュタット訪問の帰途ポーツマスに寄港したフランス艦
隊に対して、ロシア皇帝と匹敵する程の歓待を与え、ドイツの意図に冷水をあびせたのであった。さ
らにオーストリアも、三国同盟のみに依存することを不安に感じ、東方問題に関してロシアと妥協す
る道を考えるようになった。
それ故、ピスマルク体制は、彼の後継者達がドイツの対外政策をヨーロッパ政策から世界政策へと
転換させたために崩壊したのではない o ピスマルク体制を継承しようと努めた「新晴雄各」外交のヨー
ロッパ政策が、その主観的意図とは逆に、ピスマルク体制に対する深い理解を欠いていたために、ピ
スマルクの「潜在的覇f告しを自ら放棄したことが、ピスマルク体制を崩壊させたのである。いわば
「新品躍もドイツのヨーロッパ政策自体の内部から、ピスマルク体制は崩壊しはじめたと見るべきで
ある。
第二部においては、「潜在的覇f色を喪失し、再保障条約を廃棄した「新航路」 ドイツに対して列強
の離合関係が及ぼした作用を跡づけ、それを通してピスマルク体制の崩壊を検討した。そして、その
中から、「新航路」ドイツの外交政策が世界政策へと転換する徴候を検出しようと試みた。
「新航路」外交の 下でのピスマルク体制の破綻は、やがてドイツの外、とくにロシアとイギリスの
動きによって明白になってくる。ピスマルクの「潜在的覇権」が消滅して、相互間の牽制を統御する
力が失われたヨーロッパ列強は、いまやそれぞれが各自の国家的エゴイズムをもって行動の準則とす
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る方向へと傾きはじめた。
露仏同盟の成立は、その顕著なあらわれである(第四章L なぜなら、露仏軍事協定は、なおヨーロ
ッパの平和維持を謡っているにもかかわらず、明らさまに三国同盟との対抗を目的とし、しかもその
ための動員配備に関する協約が、外交交渉のための余地を甚だしく制約していたからである。ツアー
とロシア外相ギールスとは、再保障条約の消滅後も、なおドイツとの提携に未練をいだき、あるいは
共和制フランスに対する革命の危険と不信感を拭いきれず、露仏同盟の完成をひきのばした。また同
盟成立後も、ツアーはそれをもってドイツないし三国同盟を圧迫し、ヨーロッパの緊張を高めようと
する意志などはもたず、そのためフランスのドイツに対する対抗の期待は萎縮するのである。
しかし、それにも拘らず、露仏同盟の成立は、ピスマルク体制の列強配置を根底からくつがえした。
ドイツにとってはビスマルクのもっとも恐れていた「同盟の悪夢」が現実のものとなったばかりではな
く、ヨーロッパ国際関係全般にとっても、対立の契機が増大したのである。なお、露仏同盟も、その
目的においては世界政策の性格をおびているものではなく、問題は依然としてヨーロッパ国家系にか
かわる事柄であったといえよう。
露仏の提携の可能性に対して、「新航路」 ドイツの外交には否定的な観測が多く、この点でドイツは
重大な判断の誤りをおかした。
しかし、ひとたび露仏同盟の成立を認めなければならなくなった時、「新航路」はその外交政策の基
礎としていた三国同盟の弱体化と、さらにはドイツ自身の二正面戦争の脅威とに悩まなければならな
かったo ドイツはロシアとの通商協定の締結やロンバード禁止令の解除など(第六章、 1 )、経済政
策上の改善により、またフランスとのカメルン協定など植民地問題により(第六章、 ll) 、それぞれ
宥和と接近をはかるとともに、ロシアとフランスの聞を切離そうと反応する。しかし、一見したとこ
ろ、ピスマルクの政策に復帰したかのように思われる「新脚色 ドイツのこの策動も、「潜在的覇権」
を放棄してしまったドイツ外交には、ヨーロッパの同盟・協商体系をピスマルクの昔日に復すること
は不可能になってしまっていたのである。
このような情勢は、イギリスが関係する時、 「新航路」 ドイツのヨーロッパ政策をいよいよ困難な
ものとした。
東方問題に関して、ビスマルクは、ドイツが元来この方面に「利害関心をもたぬJ という政策をと
り、ただ近東、バルカン、地中海、北アフリカのトルコ領に関して列強が status guo の維持を共同
で約束する商議外交を採用した。しかし、近束、バルカンでロシアに対抗するオーストリアと、地中
海、北アフリカにおいてフランスに対立するイタリアとを三国同盟においてドイツに結合するために
は、イギリスのこの方面における利害をオーストリアとイタリアとにそれぞれ配合し、この両国に対
するイギリスの支持をとりつける必要があった。それがいわゆる英填伊地中海協定である。 r新航路」
ドイツは、ピスマルクのこの東方、地中海政策を継続した。但し、東方において列強間の対立を調整
する「誠実な仲介者」の役割は引受けずに。
イタリアは、この地中海協定を中部および西部地中海にも拡大して自己の地位を強化しようとし、
第 3 次三国同盟の更新後、間もなく、ドイツの賛成を得てイギリスに働きかけ、イギリスを三国同盟
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の実質問盟者にまで誘致しようと企てたが実現きれなかった。それどころか、 1892年夏以後、イギリ
ス政権が保守党から自由党に移ってからは、ソールズベリの覚書による約束であった地中海協定さえ
も、その継続が不安定になってきたのである(第五章、 1 )。ピスマルク体制の支柱の第 2 のものが、
ここにおいて破綻を暴露しはじめたわけである。
しかしながら、世界国家としてのイギリスにとっては、当時はフランスとロシアの対抗の方が、よ
り差迫った問題であったから、イギリス側の理由により三国同盟とイギリスとの統合、とくに東方に
関する三国同盟とイギリスとの協定という可能性も、その機会がしばしば生じたのであった。シャム
紛争に際して、イギリス首相ローズベリが、三国同盟によるヨーロッパでのフランス牽制をイギリス
のために確保しようと決意した問題(第五章、 II) 、そして1894年 2 月以降、オーストリアとイギリ
スとの聞で海峡の自由通航について商議が行われた際に、イギリスが三国同盟によるフランスの介入
牽制を要請したこと(第五章、国)は、その著しい機会であった。しかしドイツは、オーストリアの
切なる要望があったにも拘らず、イギリスの利益のために、あるいはドイツの利害が関係しない問題
で、ドイツの死活にかかわるようなヨーロッパ戦争を惹起することを約束するわけにはいかないとし
て、イギリスの要請を拒絶した。かくてイギリスの自由党政府とドイツの「新航路J 政府とは、互に
相手よりも多くの義務を負わされ、ヨーロッパ戦争という火中の栗を拾わされることを漏疑するよう
になり、互に後手にまわろうとするようになった。
かくて英独聞の感'情は、「新航路」出発当時 (1890年)の親密な状態から冷淡なものへと変化してい
った。しかもそれは、アフリカ植民地、とくにイギリス・コンゴ国間の協定に対して、ドイツが抗議
したことによって、相互の不信感にいよいよ拍車をかけることになった(第六章、 II)0 
かくて、 1894年の秋から 1895年の春にかけて、イギリスは、トルコを中心とする近東と中央アジア
において、ロシアと妥協する傾向を示すようになった。このことは、ヨーロッパ国家系の問題からみ
るなら、露仏同盟とイギリスとの接近を意味する。すなわち、ヨーロッパにおける三国同盟の孤立を
招くことになる。しかもドイツ自身は、露仏同盟から二正面戦争を強いられる脅威を恐れなければな
らなかった。
このような状況の中にあって、 ドイツの外交指導者は、それにも拘らず、露仏同盟とイギリスの提
携に対して、その実現の可能性は少いと楽観していた。しかし同時に、彼等は、イギリスとロシアと
を接近させないことが、三国同盟にとってはやはり好ましいことであると認め、その配慮をしなけれ
ばならなかった。たまたま、日清戦争の講和条約(下関条約)に対する列強の共同干渉という発想は、
このヨーロッパ国際政治にむけるドイツの立場と、東アジアに拠点、を獲得して経済的利益を拡大する
とともに、この地域における国際的発言の資格を持とうと望んでいたドイツに、きわめて恰好なチャ
ンスを提供しているように思われた。かくしてドイツは、イギリスの参加がなくても、ロシアととも
に三国干渉へと乗りだしたのであった(第六章、皿L
すでにフランスとのカメルン協定や、コンゴ協定に対する抗議の際に、ドイツの世界政策への傾斜
が窺知されるのであるが、しかしその場合、ドイツ外交には、植民地政策と国際政治とを混合すまい
とする意識がなお働いていた。ところが三国干渉においては、中国における利権獲得の欲求とヨーロ
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ッパ国際政治に対する配慮とが、 ドイツ政策決定に対して、相乗的に作用していたことが知られるの
である。そしてこの時以後、 1890年代の後半を通じて、ドイツの世界政策がきわめて活溌に展開され
るのであるから、われわれは、三国干渉への参加をもって、ドイツ世界政策への転換を印しづけるこ
とができるであろう。しかも、三国干渉に至るドイツ外交政策の態度、すなわち、イギリスとロシア
との聞に介在しながら自己の立場や利益を築いて行くという行動様式は、今後ドイツ世界政策が屡々
行使する「自由な手」の政策であるが、それがすでに三国干渉において現れていることに注目すべき
であろう。この政策手段もまた、ヨーロッパにおいてイギリスと露仏同盟、イギリスとロシアの聞に
立つドイツ、また世界政策の対抗の場でもイギリスとロシア、イギリスとフランスの聞に立つドイツ
にとって、もっとも恰好な対処の仕方であったともいえるのである。
最後に、回顧と展望においては、従来ヨーロッパ国際関係史の把握にとってもっとも基本的な観
点を提供していた「ヨーロッパ国家系」の問題を反省し、ランケにおいて典型的にみられるその理解
に若干の批判を加え、このヨーロッパ国家系の観念をそのまま世界的規模に量的に拡大した従来の
「世界国家系」の把握の仕方にも反省を加えた。本稿の取扱った1890年から 1895年にいたるドイツの
外交政策は、そのような「世界国家系」における世界政策が措抗構造として展開されはじめる前奏を
なしていたのである。
論文の審査結果の要旨
本論文は、 1890年 3 月ピスマルクのドイツ帝国宰相辞任から、 1895年春の三国干渉に至るまでのド
イツ帝国の外交政策を対象とした研究であって、緒論「ビスマルクの遺産J 、第一部 I (新航路〉と
ピスマルク体制」、第二部 I (新骨組めをめぐる列強関イ系」、 「回顧と展望」から成る。
緒論においては、「新航路」 ドイツの外交政策が、学問上の問題として登場したのは、第一次世界大
戦原因論の研究に由来した。そして従来の通説によれば、ピスマルクの失脚、「新航路」の出発によっ
て、ドイツは世界政策へと転換し、そのためにヨーロッパの平和保障を指導してきたピスマルク体制
は崩壊して、それが世界大戦に至る国際関係の運命的な端緒になったとされてきた。しかし最近の研
究で、は、「新航路J の出発が、ただちにドイツの世界政策への転換を意味するものではないとの反論が
提出されている。筆者は、このような新しい研究の潮流に梓さしながらも、自らドイツが何時、どの
ような経過をたどって世界政策に移行したか、 「新航路」政府の指導者達にとって、ピスマルク体制
とは何を意味したか、一一否定的存在であったのか、それとも継承すべきものであったのか一一、
また第一次世界大戦の基本的な対抗関係とされる英・独両国の、この時期における関係を如何に理解
するか等の諸問題を提出し、これらの諸点を解明しようとしているのである。しかしそのためには、
まず「新航路」路線の前提となったピスマルク体制の性格を規定しなければならなかった。
本論文では、ピスマルク体制が、従来の知き勢力均衡の立場からではなく、ヨーロッパ覇権の見地
から検討が加えられている。すなわちピスマルクは、ヨーロッパの国際関係を、おのおの主権を保持
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するヨーロッパ列強の政治的対立の場として理解し、このような主権的自立性に基づいた利害政策の
錯綜する中で、フランス以外のすべての列強が、ドイツに対抗して連携するのを妨げるように各国の
利害を調整し、列国のヨーロッパにおける配置を管理することを通して、ヨーロッパの平和保障体制
としてのピスマルク体制をっくりあげた。その意味でピスマルクは、ヨーロッパの覇権を掌握しうる
立場にあったのにもかかわらず、ドイツを覇権国家にまで仕立てあげることはせず、列強間の利害関係
を調整する「誠実な仲介者」の役割をひきうけることによって、いわば「潜在的覇権」を保持するこ
とに留まったのであるとの前提が、設定されているのである。
第一部では、このようなピスマルク体制を受けついだ「新航路J 政府の指導者達が、この遺産をど
のように運営したか、そしてその処置がピスマルク体制にとって知何なる関係に立つことになるか等
が考察されている。
まず、第一章では、「新荷崩各」の指導者達が、露独再保障条約の更新問題に関し、ロシア側の更新の熱
望にもかかわらず、これを拒絶したことによって更新されないこととなり、「ロシアへの電信線は絶た
れる」ことになった。彼等がこのような対露政策をとったのは、ピスマルク体制から転換しようと意
図したからではなくて、実は反対にそれを継続しようと考えたことに由来した。すなわち露独再保障
条約は、ピスマルク体制の中の異分子であり、とくに独・填・伊の三国同盟とは両立しえずと考えた
からである。ピスマルクの編成した複雑な同盟・協商網を、ピスマルク体制の根本原理に即して簡素
化しようとし、この体制との矛盾をきたすおそれのあるロシアとの関係を清算したのであった。露独
再保障条約によってロシアとフランスとの提携を防止し、ドイツに対する二正面戦争の危険を回避す
ると共に、東方問題に関して、ベルリン会議の成果を維持し、ヨーロッパの平和保障を確保することが、
ピスマルクの狙いであった。しかしこの条約を拒絶したことは、「新航路」政府の意図とは逆に、ピス
マルク体制の主要な支柱を自らとりはらったことであり、その影響は、はかり知れないものがあった。
かくてピスマルク体制はドイツの世界政策によってではなく、そのヨーロッパ政策によって崩壊しは
じめたのであった。そしてピスマルクが苦心して入手したドイツの「潜在的覇権」の地位を自ら放棄
したことを意味した。以後は列強のナショナル・エゴイズムが国際政治の場に登場しはじめることに
なり、ピスマルクが平和保障のためにっくり上げた同盟や協商等が、かえって列強の対立を強化する
方向へと、性格を変えていくことが論じられている。
第二章では、ドイツが北海のドイツ系住民の島であるヘルゴラントを譲り受けた代償として、東ア
フリカのザンジパル島におけるイギリスの保護権を承認した1890年 7 月 1 日のヘルゴラント=ザンジ
パル協定がとり上げられている。嘗てピスマルクは、アジアにおいてはロシアの脅威を受け、地中海、
北アフリカとくにエジプトにおいてフランスの反対を受けているイギリスに対して、ヨーロッパにお
いてフランスを牽制することによって外交的支援を与え、英独間の友誼をながく維持し、その保障と
してイギリスからヘルゴラント島を譲り受けたいと考え、その機会のくるのを待っていた。つまりヨ
ーロッパにおけるドイツの「潜在的覇権」の地位において、この島の獲得を達成しようとしていたのであ
る。ところが「新航路」政府の指導者逮は、このピスマルクの真の精神を理解せず、ただ形骸的に、
ピスマルクのイギリスとの友好関係維持の方針を継承するという意味で、イギリスの提案に飛びつき、
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ヘルゴラント島との交換において、ザンジパル島におけるイギリスの保護権を認めたことは、ドイツ
が外交の指導権をイギリス首相ソールズペリーに引き渡したことを意味した。こうしてピスマルクの
苦心してっくりあげた「潜在的覇権」のドイツから次第に失われていく過程が詳細に考察されている。
第三章では1891年 5 月の独・填・伊聞の三国同盟の更新に関し、 「新航路」政府の指導者逮は、ピ
スマルクの二次にわたる三国同盟維持の方針を忠実に踏襲し、第三次三国同盟を締結したのであって、
ピスマルク体制を堅持しえたものと考えていた。しかし彼等がピスマルク時代の「誠実な仲介者」の
役割、すなわち「潜在的覇権J を自ら放棄したために、三国同盟内部におけるドイツの指導力を弱め、
イギリスへの依存を強めることになった経緯が余すところなく別出されている。かくて「新航路J 政
府の外交のヨーロッパ政策が、ピスマルク体制に対する深い理解を欠いていたがために、その主観的
意図とは逆に、ピスマルク体制を崩壊させたのであったo
第二部では、第一部の後を受け、ピスマルク体制の崩壊の過程の中から、「新品雄各」 ドイツの外交政
策は、次第に世界政策ヘ転換していこうとしていたが、その原初的徴候について、きびしく追求され
ている。
第四章の露仏二国同盟の成立では、ビスマルクの「潜在的覇権」カ消滅して相互間の牽制を統御す
る力の失われたヨーロッパの列強は、いまやそれぞれが各自の国家的エゴイズムを行動の準則とする方
向に動きはじめたが、「露仏同盟J の成立は、その顕著なあらわれであった。この同盟の一部をなす露
仏軍事協定にはよ一応ヨーロッパの平和維持が謡われていたのにもかかわらず、明らかに独・摸・伊
三国同盟との対抗を目的とし、しかもそのための動員配備に関する協約は、外交交渉のための余地を
甚だしく制約していた。この露仏同盟の成立は、ピスマルクの最もおそれていた事態の出現であり、
ピスマルク体制の列強配置を根底からくつがえした出来事であった。以後ドイツは、三国同盟の弱体
化と更にこ正面戦争の脅威に悩まねばならなくなった。
第五章の英独関係の変遷では、第三次三国同盟の更新後、イタリアはドイツの賛成をえてイギリス
に働きかけ、イギリスを三国同盟の実質的同盟者にまで誘致しようと企てたが実現されなかった。ソ
ールズペリーの覚書による約束であった地中海協定さえも、その継続が不安定となってきたo しかし
ながら世界国家としてのイギリスにとっては、差し当りフランス及びロシアとの対抗の方がより切迫
した問題であった。というのもイギリスとこれらの二国は、世界の各地で植民地問題をめぐり衝突して
いたからである。とくにイギリスは東方問題で手を焼いていたから、三国同盟とイギリスとの協定成
立の可能性もしばしば訪れた。シャムの紛争に際し、イギリス首相ローズペリーが三国同盟によるヨ
ーロッパでのフランス牽制を決意したことや、海峡の自由航行の問題に関して、イギリスが示した態
度等はその顕著な例であった。しかし「新航路J 政府は、イギリスの利益のために、あるいはドイツ
の利害が関係しない問題で、 ドイツの死活にかかわるようなヨーロッパ戦争を惹起するわけにはいか
ないとして、イギリスの要請を拒絶した。かくして英独両国間の感'情は、「新航路」出発当時の親密な
状態から、冷淡なものに変化していったことが論述されている。
第六章のドイツの政策転換の問題では、露独再保障条約の不更新、露仏同盟成立の危機に立たされた
「新航路」政府の指導者達は、真剣にロシアとの提携、更にいえばロシア・フランスの離間政策を考
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えねばならなくなった。その成果が1894年 2 月 9 日の独仏通商協定の調印であった。しかしこの通商
協定の交渉中に露仏軍事協定の成立したことを見れば、この通商協定がどれ程ドイツの政治目的に奉
仕したかは疑問であったといわねばならない。
イギリスと三国同盟との提携を決意することなく、ロシアとフランスの聞を断ち切ろうとした「新航
路」 ドイツは、更にフランスにも働きかけるところがあった。 1894年 3 月に成立したカメルン協定は
それであったのである。このドイツの露仏両国に対する宥和政策、特にカメルン協定はイギリスを不
安におとしいれた。そして1894年 5 月 12日イギリス・コンゴ両国間に成立した協定に対してドイツが
抗議し、イギリスがこの協定の一部修正をおこなわねばならなくたったことによって、英独両国の不
信感はいよいよ高まるばかりであった。かくして1894年秋から 1895年の春にかけて、イギリスはトル
コ及び中央アジア方面でロシアと妥協の傾向を示すようになり、イギリスと露仏同盟との接近の可能
性がでてきたのである。しかしイギリスと露仏同盟の提携は三国同盟の孤立化であり、ドイツにとっ
ては最も好ましくない事態であったから、 ドイツの外交指導者達は、イギリスとロシアの接近を、可
能な限り阻む配慮をしなければならなくなった。
たまたま日清戦争の講和条約(下関条約)に対する列国の共同干渉という発想は、こうした国際情
勢下にわかれ、また東アジアに拠点、を衝尋して、経済的利益を拡大すると共に、この地域における国
際的発言の資格をもとうと望んで、いたドイツにとって、極めて恰好なチャンスを提供しているように
思われた。かくてドイツは、イギリスの参加がなくとも、ロシア、フランスと共に三国干渉に乗りだし
てきたのである。このように三国干渉においては、中国における利権獲得の欲求とヨーロッパの国際
政治に対する配慮とが相乗的に作用したことが認められるのであって、従来のドイツの植民地政策に
は見られないことであった。そしてこの時以後1890年代の後半を通じてドイツの世界政策が極めて活
発に展開されるので、ドイツの三国干渉への参加をもってドイツの世界政策への転換点をなした、と
断定されている。
末尾の回顧と展望は、ヨーロッパの国際政治史の如屋に際し、従来のランケの「ヨーロッパ国家系」
の観念や、更にこの観念をそのまま世界的規模に量的に拡大した「世界国家系」的理解に対する反省
が述べられているが、筆者の本論文の構想、の基礎をなしたものといってよい。
以上は内容の概要であるが、本論文は、約 700ページ( 400字原稿用紙)に達する彪大な研究であ
って、筆者が二十数年間に渉って続けてきた研鎮の総決算ともいいうるであろう。本論文でとりあげら
れた1890~95年は、従来ピスマルク研究者にとっては後続の附属的部分として、また第一次世界大戦の
研究者にとっては、その原因探究という前提としての立場から研究され、いわば日の当らない空白地
帯であったといってよしミ。それはこの時代が重要でないからというのではなく、彪大な研究堆積をか
かえたピスマルク研究や第一次世界大戦という二つの大きな高峯をきわめたものにして、はじめて登
項が許される難攻の絶壁であったからでもある。暗い谷間として、第二義的にとりあつかわれてきた
この時代に、はじめて独自にして正当な価値を与え、一個の独立した時代として、歴史の照明をあて
た功績は高く=嗣面されねばならない。筆者の論文に対する用意はまことに周到で、あった。従来の欧米
の研究を渉猟しつくし、これを岨唱したのみならず、彪大な公刊史料や、筆者自身がドイツ外務省で
? ??
収録したマヌスクリプト、更に日本の史料等を自由に駆使し、要所要所には確実にして最も適切な一
等史料をちりばめているのであって、精級にして理路整然たる本論文は、読む者をして、堅固ではあ
るが壮麗な建造物に接する感を懐かせるのである。その上独創的で、はあるが、極めて穏当な見解を提
出したことは、この時代の研究が皆無に近いわが国の学界に、一大収獲をもたらしたものとして激賞
しなければならない。ことに第一次世界大戦原因論の研究が、参戦したヨーロッパ各国において、自
国の戦争責任を回避しようとする底意の下に進められてきただけに、この問題について一応客観的立
場にある日本人として、日本の史料をも用いての肉迫は、この方面の研究分野に国際的市民権を確立
したものというべく、その意味でも国際的水準を抜いた研究なので、ある。また同時に日本の明治以後
の外交史の研究にも新しい光明を投じることであろう。
しかしながら本論文は、単なる外交史、いかにもドイツ流の観念的な狭義の外交史に終始している
うらみなしとはしない。既にドイツ史学界でもフランス史学( Annales 学派)の影響の下に、構造史
が提唱されていることは周知の事柄である。外交史の分野においても、フランスの構造史に影響され
ながら、これと対抗する形においてフランスの Pierre Renouvin 一派により、単なる外交技術史に
とどまらず、広く権力構造や社会の下部構造の分析、指導者のmentalité 、 集団心理学による国民思
想、の動向、隣国に対する一国の伝統的 image 等の研究を含めた広義の国際関係史が提唱され、学界
においても次第に定着しつつあるのが現状のようである。こうした面から更に研究を掘り下げ、自己
の結論を一層強固なものとすることが、今後筆者に課せられた課題であろう。
ともあれその学的水準の高さ、その独創性、内外の学界に対する寄与等の諸点、にかんがみ、本論文
が文学博士の学位請求論文として十分価値があるものと認定する次第である。
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